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児童ポルノ

「蔓延している」とよく言われる

「どんどん広範に取り締まってほしい」という
声

定義の拡大とか、単純所持処罰とか

内閣府による世論調査

それを引き継いだ自民党の動き



規制強化反対の声

ネットユーザーの言及をみると、とりあえず
内閣府世論調査の「９割賛成」とは状況が
違う

計量化はしてないが
はてなブックマークとか

ブログ検索の結果とか

２ちゃんねるとか

最近はSPAMブログが多いので計量化は難し
い



で、実際どうなのか？

「蔓延」が事実か否か

定義の問題はあるが…
とりあえず現行法でのもの

生データは表に出ない性質のもの

反対論者によくある「日本に児童ポルノがたく
さんあるというのは嘘」という議論に乗るには
異なる状況を個人的に見ているのでもうちょっ
と詳しく



どう調べるか？

特定タイトルがどう取り締まられているの
かをみてみよう

「インターネットホットラインセンター」に通報し
た

警察庁のインターネット協会への受託事業

今年の４月から海外連携開始

タイトルは公表に大きな問題がなさそうなもの
にした

国際通報を考慮して自明性の高いものにした



実験

商業児童ポルノシリーズ「関西援交」の、被害児
童が小学生と言われているものを通報

シリーズ名は警察庁の研究会などで言及済

Google Image Search （Safe Searchオフ）で
適宜選択

裏DVD業者やアダルト動画送信サイト
アフリエイトブログとかは対象から外した
通報で特定したもの以外にも児童ポルノが多数ある
サイト

１２個を７月下旬に通報



結果

通報処理に時間がかかる
ホットラインセンターの処理が最大１ヶ月。警察に渡っ
てから１～２ヶ月以上

日本の警察／ISPはこの水準のものは対応する
通報分のうち国内分はサイト単位で削除された

海外通報分はいろいろ
サイトが削除される場合
通報タイトル、ないし同種シリーズが削除される場合
通報タイトルの画像だけが除去される場合（DVD販売
などは停止していないと称している）
放置される場合（USの某州某ISP）



実験の余談

画像検索サイトによる癖の違い

Baiduは一見たくさんひっかかるが、大半は通
報削除済サイトのキャッシュ画像

MSN Live Search （Safe Searchオフ）は数
は少ないが新しいサイトがみつかる

警察にはLive Search おすすめ

Google は中間



考察

「蔓延」対処のボトルネックは日本の法律ではな
い

画像検索の結果の変遷などをみると、まず積極的に
探して通報する活動は、少ないか、ない

Google Image Searchの検索上位サイトで生きているところ
の変化が少ない

海外の法執行機関への情報提供が少なすぎる感
画像だけで自明なケースだけを画像を置かない裏DVDサイト
が増えている



考察（続き）

とはいえ、通報対象サイトが集中的に作成
される傾向のあるホスティング業者は国内
にも存在している

Internet Week 2007の「事業者がやってよい
こと悪いことを考えよう」 での吉川誠司氏講演

同様の傾向は私の検索結果でも見られる



その他の問題

国際的な児童ポルノ定義が一定していない
例

ヨーロッパのチャイルドモデルサイトの一部は日本で３号児
童ポルノだが現地で合法

USが国内のクレジットカード処理会社に契約を切らせているら
しい

ドイツのティーン向け雑誌BRAVOの特定コーナーと、公式サ
イトの関連部分は（以下同文）

USでは問題になっているが、その一方ドイツ国内では大きな問
題になっていないという（Spiegel国際版記事）

入手が容易すぎるものに単純所持規制をかける
とネットアクセスへの萎縮効果が高くなる



提案

一罰百戒的な萎縮効果を狙った広範な規制強
化は、そもそも悪質業者には効かず、一般ユー
ザーを萎縮させるだけ

狭く、深く、確実な法執行のほうが有効なのでは
ないか

海外との情報共有の強化が絶対必要

通報する側としては、タイトルなどを一定の範囲
で情報公開してくれたほうがやりやすい
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